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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 
第73期 

第３四半期連結 
累計期間 

第74期 
第３四半期連結 

累計期間 
第73期 

会計期間 
自平成26年１月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年１月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年１月１日 
至平成26年12月31日 

売上高 （千円） 2,403,795 2,366,795 3,239,885 

経常損失(△) （千円） △172,114 △84,965 △291,714 

四半期（当期）純損失（△） （千円） △159,268 △313,973 △479,702 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △117,972 △920,098 △211,258 

純資産額 （千円） 2,102,923 1,195,153 2,064,053 

総資産額 （千円） 5,871,643 4,309,533 5,290,919 

１株当たり四半期（当期）純損

失金額（△） 
（円） △15.58 △30.72 △46.93 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 35.2 27.0 38.4 

 

回次
第73期

第３四半期連結
会計期間

第74期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △6.58 △2.55

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

  ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

  当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

＜国内製造販売＞

 主要な関係会社の異動はありません。

＜海外製造販売＞

 平成27年６月23日付で連結子会社・常州日研磨料有限公司の出資持分の70％を譲渡し、持分法適用関連会社として

おります。なお、これに伴い、常州日研磨料有限公司は常州理泰日新研磨材料有限公司に商号を変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当社グループは、主として中国子会社の業績不振等により、継続して経常損失を計上しております。

 当社グループは、業績不振の要因でありました中国における生産子会社・常州日研磨料有限公司の出資持分の70％

を売却するなどの経営再建策を進めている途上にありますが、取引金融機関より返済条件の緩和を受けるなど、取引

金融機関の支援を受けていることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してい

ると認識しております。 

 なお、当該重要事象等を改善するための具体的な対応策については「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況の分析 （７）事業等のリスクに記載した重要事象等の対応について」に記載しております。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

 当第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日～平成27年９月30日）におけるわが国経済は、政府・日銀による各

種金融緩和政策効果による円安等により、景気は緩やかな回復基調で推移しましたものの、中国における経済成長率

の鈍化等をはじめとする新興国経済の先行きに不透明感が増幅するなか、景気の先行きに不透明感を抱えて推移いた

しました。

 このような状況のもと、当社グループは人件費をはじめとする諸経費の節減・製造原価の低減を進めるとともに、

新規顧客の開拓等に努めましたが、売上面は国内市場の競争激化による影響等もあり前年同期より減少となりまし

た。利益面につきましては、中国生産子会社が連結対象から持分法適用関連会社となったこともあり営業利益の計上

となりましたものの、為替差損や持分法による投資損失の計上もあり利益の下押し要因となりました。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,366百万円（前年同期比1.5％減）、営業利益は３百万円（前年

同期は営業損失119百万円）、経常損失は84百万円（前年同期は経常損失172百万円）となりました。特別利益に旧本

社物件の売却による有形固定資産売却益219百万円を、特別損失に中国生産子会社の出資持分の70％を譲渡したこと

による関係会社出資金売却損391百万円をそれぞれ計上したこともあり四半期純損失は313百万円（前年同期は四半期

純損失159百万円）となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

[国内製造販売] 

 国内製造販売セグメントについては、前年同期における消費税の駆け込み需要の反動減、市場競争の激化もあ

り主力の研磨紙等の販売減少により売上面・利益面ともに前年同期を下回る水準となりました。

 この結果、売上高は2,024百万円（前年同期比3.8％減）となり、セグメント利益（営業利益）は86百万円（前

年同期比31.0％減）となりました。

 

[海外製造販売]

 海外製造販売セグメントについては、売上面については持分を売却いたしました中国生産子会社におけるＯＥ

Ｍ生産品の販売等もあり前年同期を上回る水準となり、利益面につきましても前年同期より赤字幅が改善いたし

ました。

 この結果、売上高は342百万円（前年同期比14.8％増）となり、セグメント損失（営業損失）は83百万円（前年

同期はセグメント損失（営業損失）249百万円）となりました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、2,814百万円（前連結会計年度末2,852百万円）とな

り、前連結会計年度末と比べて38百万円の減少となりました。これは主に中国生産子会社売却代金にかかる未収入金

が210百万円及び当該関係会社への貸付金が71百万円それぞれ増加した一方、原材料及び貯蔵品が124百万円及びその

他の流動資産が162百万円それぞれ減少したことによります。

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、1,495百万円（同 2,359百万円）となり、前連結会計

年度末と比べて864百万円の減少となりました。有形固定資産が主として中国生産子会社の連結除外により1,619百万

円減少した一方、持分法適用を開始したことによる当該会社の出資持分にかかる関係会社出資金597百万円が増加し

たことによります。

当第３四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は中国生産子会社が持分法適用関連会社となったため、残

高が零となりました（同 78百万円）。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、2,340百万円（前連結会計年度末 2,105百万円）とな

り、前連結会計年度末と比べて234百万円の増加となりました。これは主に１年内償還予定の社債が91百万円、短期

借入金が168百万円それぞれ増加したことによります。

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、773百万円（同 1,121百万円）となり、前連結会計年

度末と比べて347百万円の減少となりました。これは主に社債が239百万円、長期借入金が124百万円それぞれ減少し

たことによります。

（純資産）

 当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、1,195百万円（前連結会計年度末 2,064百万円）となり、

前連結会計年度末と比べて868百万円の減少となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は23百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間におい

て、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）従業員数 

 当第３四半期連結累計期間において、常州日研磨料有限公司（現商号：常州理泰日新研磨材料有限公司）の出資持

分の一部を売却いたしました。これに伴い、海外製造販売セグメントの従業員数は前連結会計年度比34名減の27名と

なりました。

 

（６） 主要な設備等

 当第３四半期連結累計期間において、常州日研磨料有限公司（現商号：常州理泰日新研磨材料有限公司）の出資持

分の一部を売却いたしました。これに伴い、海外製造販売セグメントの主要な設備のうち、以下の設備が減少いたし

ました。
 

会社名
事業所名

（所在地）
セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数(名)建物及び 

構築物 
機械装置

及び運搬具
その他 合計

常州日研磨料
有限公司

 本社工場 
 （中国江蘇省 
   常州市） 

海外製造販
売

統轄設備
製造設備

637,337 932,388 16,539 1,586,265 28 

（注）１ 上記の他、土地使用権（139,353千円）があります。

   ２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品並びに建設仮勘定であります。

 

（７）事業等のリスクに記載した重要事象等の対応について 

当社グループは、前記、「１ 事業等のリスク」に記載いたしました継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況を解消するため、以下の諸施策の実現に向けて取り組んでおります。 

 ① 資金繰り並びに資本増強策

平成27年８月25日に取引金融機関向け説明会を開催し、今後の経営改善策並びに当社グループの現状の収益に見

合った返済計画等について説明を行うなど金融支援要請を行い、取引金融機関にご同意頂いた上で、平成28年２月

までの返済条件の緩和について契約の更改を行っております。平成28年３月以降も経営改善策の進捗について説明

を行った上で金融支援の継続を要請するとともに、財務基盤の安定を図るため、資本増強についての検討等を進め

てまいります。

 ② 中国事業の整理・見直し

中国生産子会社でありました常州日研磨料有限公司（現商号：常州理泰日新研磨材料有限公司）の出資持分の

70％を淄博理研泰山涂附磨具有限公司に譲渡することについて決議し、譲渡を実行しております。

 また、昆山正日研磨料有限公司においても、事業の整理・見直しに向けて検討しております。 

 ③ 固定費、諸経費の削減 

 組織の簡素化や、一部事業所の廃止等を実施し、人件費等諸経費を圧縮してまいります。 

 

 これらの具体的な対応策を実施することにより、継続企業の前提に重要な不確実性は認められないと判断しており

ます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,246,500 10,246,500
東京証券取引所

（市場第二部）

・株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

・単元株式数1,000株

計 10,246,500 10,246,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 10,246,500 － 512,325 － 56,182

 

（６）【大株主の状況】

   当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 なお、平成27年８月26日付で住石マテリアルズ株式会社より、当社株式に係る大量保有報告書の変更報告書

（報告義務発生日 平成27年８月20日）が関東財務局長に提出されておりますが、当社として実質所有株式

数の確認ができません。当該大量保有報告書の変更報告書の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

株券等保有割合
（％）

住石マテリアルズ株式会社 東京都港区新橋六丁目16番12号 500,000 4.88
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

普通株式      25,000
－

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,171,000 10,171 同上

単元未満株式  普通株式      50,500 － －

発行済株式総数 10,246,500 － －

総株主の議決権 － 10,171 －

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれてお

ります。

    ２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式530株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日本研紙株式会社

大阪市西区京町堀一丁目３

番13号
25,000 － 25,000 0.24

計 － 25,000 － 25,000 0.24

 

２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役員の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 常務執行役員管理部長 取締役
常務執行役員
管理本部長

吉村  勉 平成27年４月１日

取締役 執行役員営業部長 取締役
執行役員

営業本部長
金行 和則 平成27年４月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 535,196 497,085 

受取手形及び売掛金 829,080 807,511 

商品及び製品 182,746 177,910 

仕掛品 651,446 745,780 

原材料及び貯蔵品 380,905 255,942 

未収入金 8,251 218,689 

関係会社短期貸付金 － 71,952 

繰延税金資産 83,250 20,673 

その他 181,624 19,069 

貸倒引当金 △88 △526 

流動資産合計 2,852,411 2,814,088 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 722,108 65,969 

機械装置及び運搬具（純額） 983,906 45,605 

土地 88,278 78,983 

リース資産（純額） 3,828 6,162 

その他（純額） 20,931 2,911 

有形固定資産合計 1,819,051 199,632 

無形固定資産 161,602 17,825 

投資その他の資産    

投資有価証券 256,903 262,667 

関係会社出資金 － 597,219 

関係会社長期貸付金 － 191,872 

退職給付に係る資産 69,131 190,597 

その他 53,981 36,433 

貸倒引当金 △746 △802 

投資その他の資産合計 379,270 1,277,987 

固定資産合計 2,359,925 1,495,445 

繰延資産    

開業費 78,581 － 

繰延資産合計 78,581 － 

資産合計 5,290,919 4,309,533 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 481,288 568,269 

1年内償還予定の社債 148,000 239,000 

短期借入金 1,263,749 1,432,070 

リース債務 696 1,187 

未払法人税等 2,592 366 

その他 209,361 99,563 

流動負債合計 2,105,688 2,340,456 

固定負債    

社債 259,000 20,000 

長期借入金 798,089 673,534 

リース債務 3,132 5,229 

退職給付に係る負債 39,768 33,965 

繰延税金負債 11,211 31,476 

その他 9,977 9,717 

固定負債合計 1,121,177 773,923 

負債合計 3,226,866 3,114,380 

純資産の部    

株主資本    

資本金 512,325 512,325 

資本剰余金 56,182 56,182 

利益剰余金 397,263 134,535 

自己株式 △5,116 △5,163 

株主資本合計 960,653 697,879 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 59,417 75,152 

繰延ヘッジ損益 － △6,913 

為替換算調整勘定 959,674 342,894 

退職給付に係る調整累計額 54,419 55,701 

その他の包括利益累計額合計 1,073,510 466,834 

少数株主持分 29,888 30,439 

純資産合計 2,064,053 1,195,153 

負債純資産合計 5,290,919 4,309,533 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 2,403,795 2,366,795 

売上原価 1,887,662 1,797,361 

売上総利益 516,133 569,433 

販売費及び一般管理費 635,677 566,240 

営業利益又は営業損失（△） △119,544 3,193 

営業外収益    

受取利息 506 542 

受取配当金 3,996 4,067 

助成金収入 750 － 

その他 2,808 2,181 

営業外収益合計 8,061 6,791 

営業外費用    

支払利息 38,817 27,170 

固定資産除却損 410 － 

為替差損 1,761 37,649 

開業費償却 14,681 10,998 

持分法による投資損失 － 7,595 

その他 4,959 11,537 

営業外費用合計 60,630 94,950 

経常損失（△） △172,114 △84,965 

特別利益    

有形固定資産売却益 － ※１ 219,668 

投資有価証券売却益 － 6,438 

特別利益合計 － 226,107 

特別損失    

関係会社出資金売却損 － ※２ 391,854 

特別損失合計 － 391,854 

税金等調整前四半期純損失（△） △172,114 △250,712 

法人税、住民税及び事業税 14,566 1,981 

法人税等調整額 △1,413 61,279 

法人税等合計 13,153 63,260 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △185,267 △313,973 

少数株主損失（△） △25,999 － 

四半期純損失（△） △159,268 △313,973 

 

- 11 -

2015/11/13 16:45:29／15132512_日本研紙株式会社_第３四半期報告書



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △185,267 △313,973 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,734 15,735 

為替換算調整勘定 65,560 △580,086 

持分法適用会社に対する持分相当額 － △36,142 

繰延ヘッジ損益 － △6,913 

退職給付に係る調整額 － 1,282 

その他の包括利益合計 67,295 △606,124 

四半期包括利益 △117,972 △920,098 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △93,575 △920,649 

少数株主に係る四半期包括利益 △24,396 551 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 第２四半期連結会計期間において、従来連結の範囲に含めておりました常州日研磨料有限公司（現商号：常州理

泰日新研磨材料有限公司）の全出資持分の70％を譲渡したため、連結の範囲から除外し、持分法適用関連会社とし

ております。

 なお、当該連結範囲の変更は、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与え

ております。当該影響の概要は連結貸借対照表の総資産の減少及び連結損益計算書の売上高等の減少であります。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法については、従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が75,971千円増加、退職給付に係る負債が

3,234千円減少、利益剰余金が51,246千円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１  有形固定資産売却益 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

有形固定資産売却益219,668千円の内容は、当社が本社ビルとして保有しておりました土地及び建物の売却に

よるものであります。

 

※２  関係会社出資金売却損

 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

関係会社出資金売却損391,854千円の内容は、当社が保有しておりました連結子会社・常州日研磨料有限公司

（現商号：常州理泰日新研磨材料有限公司）の出資持分の70％を譲渡したことによるものであります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日
至  平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年１月１日
至  平成27年９月30日）

減価償却費 92,701千円 65,789千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
決議

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日 

定時株主総会
普通株式 30,668 3 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

   該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

   該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２   国内製造販売 海外製造販売 計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,105,821 297,973 2,403,795 － 2,403,795 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
134,731 － 134,731 △134,731 － 

計 2,240,553 297,973 2,538,526 △134,731 2,403,795 

セグメント利益又は損失（△） 125,379 △249,477 △124,098 4,553 △119,544 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額4,553千円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２   国内製造販売 海外製造販売 計 

売上高          

外部顧客への売上高 2,024,778 342,016 2,366,795 － 2,366,795 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
117,814 － 117,814 △117,814 － 

計 2,142,593 342,016 2,484,610 △117,814 2,366,795 

セグメント利益又は損失（△） 86,494 △83,087 3,407 △213 3,193 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△213千円は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報

 第２四半期連結会計期間において、従来「海外製造販売」セグメントに含めておりました常州日研磨料有限公

司（現商号：常州理泰日新研磨材料有限公司）の出資持分の一部を譲渡したことより、連結子会社から持分法適

用関連会社となったため、「海外製造販売」セグメントのセグメント資産が2,116,786千円減少し、461,326千円

となっております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △15円58銭 △30円72銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（△）（千円） △159,268 △313,973

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（千円）
△159,268 △313,973

普通株式の期中平均株式数（株） 10,222,144 10,221,104

 （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月11日

日本研紙株式会社 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柏木  忠  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 宮内  威  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本研紙株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本研紙株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

  ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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